
○写  

土 監 発 第 １ ０ 号 

令和２年３月１８日 

 

 

土浦市長        安 藤 真理子 殿 

土浦市議会議長     篠 塚 昌 毅 殿 

土浦市選挙管理委員会委員長 小 泉 光 正 殿 

土浦市農業委員会会長  髙 橋 弘 一 殿 

 

 

                  土浦市監査委員 林     修 

                     同    下 村 壽 郎 

 

令和元年度定期監査結果報告の提出について 

 

 地方自治法第１９９条第４項の規定による令和元年度定期監査を実施し，

同条第９項の規定により監査の結果に関する報告を次のとおり決定したので

提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

令 和 元 年 度 

 

土浦市定期監査結果報告書（後期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土 浦 市 監 査 委 員 



目       次 

 

〔ぺージ〕 

 

第１ 監査の種類 ････････････････････････････････････････････ １ 

 

第２ 監査の対象 ････････････････････････････････････････････ １ 

 

第３ 監査の実施場所及び日程 ････････････････････････････････ １ 

 

第４ 監査の範囲 ････････････････････････････････････････････ ２ 

 

第５ 監査の主な着眼点 ･･････････････････････････････････････ ２ 

 

第６ 監査の方法 ････････････････････････････････････････････ ３ 

 

第７ 監査の結果 ････････････････････････････････････････････ ３ 

 

 １ 指摘事項 ････････････････････････････････････････････  ３ 

 

 ２ 意見（各部課共通） ････････････････････････････････････ ３ 

 

 ３ 意見（各部課別） ･･････････････････････････････････････ ６ 

 

 （１）総 務 部 ････････････････････････････････ ６ 

 

 （２）都 市 産 業 部 ････････････････････････････････ ８ 

 

 （３）建 設 部 ･･････････････････････････････ １０ 

 

 （４）消 防 本 部 ･･････････････････････････････ １２ 

 

 （５）会 計 課 ･･････････････････････････････ １２ 

 

 （６）農 業 委 員 会 事 務 局 ･･････････････････････････････ １２ 

 

 （７）選挙管理委員会事務局 ･･････････････････････････････ １２ 

 

 （８）議 会 事 務 局 ･･････････････････････････････ １３ 

 

 （９）監 査 事 務 局 ･･････････････････････････････ １３ 



 

- 1 - 

 

第１ 監査の種類 

 

   地方自治法第１９９条第４項の規定による定期監査 

 

第２ 監査の対象 

  

１ 総務部 

総務課，人事課，管財課，課税課，納税課 

 

２ 都市産業部 

商工観光課・勤労青少年ホーム，農林水産課，都市計画課，建築指導課 

 

３ 建設部 

道路課，住宅営繕課，下水道課，公園街路課，水道課 

 

４ 消防本部 

 

 ５ 会計課 

 

 ６ 農業委員会事務局 

 

 ７ 選挙管理委員会事務局 

 

 ８ 議会事務局 

 

 ９ 監査事務局 

 

第３ 監査の実施場所及び日程 

 

 １ 実施場所 監査委員室 
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 ２ 日程 令和２年１月３０日（木）から同年２月２５日（火）まで 

 

第４ 監査の範囲 

   監査の対象ごとに定めた期間における財務に関する事務の執行及び経営に係

る事業の管理について監査を行った。 

 

 １ 総務部，選挙管理委員会事務局及び議会事務局 

    平成３１年４月１日から令和元年１１月３０日までの期間 

 

 ２ 都市産業部，建設部，消防本部，会計課，農業委員会事務局及び監査事務局 

平成３１年４月１日から令和元年１２月３１日までの期間 

 

第５ 監査の主な着眼点 

 

 １ 歳入 

（１）調定の時期及び手続は適正か（調定漏れ，遅れなど）。 

 （２）調定の繰越（前年度収入未済額の繰越）はなされているか。 

 （３）収納の事務処理は適切か（納入通知書の発行等）。 

 （４）収納金は遅滞なく指定金融機関等に払い込まれているか。 

 （５）収入未済額の有無 

 （６）過誤納金の還付手続は適正か。 

 

 ２ 歳出 

 （１）違法若しくは不当な支出又は不経済な支出はないか。 

 （２）流用・充用の事務処理は適正か。 

 （３）前渡資金及び概算払金の保管及び精算は適正か。 

（４）委託料，工事請負費等について，契約書等関係書類は整備され，内容は適 

正か。 

 （５）委託料，工事請負費等について，算定根拠は合理的な基準に基づいている 

   か。 

（６）委託料，工事請負費等について，随意契約理由，業者選定，発注方法は適 

  正か。 

（７）委託料，工事請負費等について，完了（完成）等の検査は確実に行われて 



 

- 3 - 

 

いるか 

 （８）補助金について，交付要項，申請書，起案書等は整備されているか。 

 （９）補助金について，算出は合理的な基準に基づいているか。 

 （10）補助金について，交付決定は適正か。 

 （11）補助金について，実績報告及び交付確定は適正か。 

 

 ３ 財産 

 （１）収納金，釣銭等の現金及び通帳等の保管は適正か。 

 （２）金券等の保管及び取扱いは適正か。 

 （３）公用車の管理は適正か。 

 

 ４ 行政一般 

 （１）時間外勤務の実施状況は適切か。 

 （２）公印使用簿，文書発送簿・収受簿，旅行命令簿の処理は適切か。 

 （３）事務決裁規程に基づき適正な事務処理を行っているか。 

 

第６ 監査の方法 

  

   令和元年度（令和元年１１月３０日又は同年１２月３１日現在）における財

務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が，法令等に基づいて適正か

つ効率的に行われているかについて，事前に関係帳簿，証書類等を検査し，当

日関係職員から説明を受け監査を実施した。 

    

第７ 監査の結果 

  

各部課等における財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理につい

ては，一部の事項を除き適正であると認められた。 

なお，指摘事項（監査の結果であって，監査委員が直ちに改善を要すると判

断し，措置を求めるものをいう。）及び意見（監査の結果の他，組織及び運営の

合理化に資するために，監査委員が特に言及することが必要と判断するものを

いう。）については，次のとおりである。 

 

 １ 指摘事項 

 

特に指摘すべき事項は認められなかった。 

 

 ２ 意見（各部課共通） 

 

（１）予算の執行については，今般の厳しい財政状況に鑑み，無駄な執行はない 
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かなど費用対効果やその必要性を十分精査することはもとより，効率的な執 

行と適正な事務処理に努められたい。特に調定及び徴収事務においては，時

期の遅れや不備などがないよう適正に処理されたい。 

 

（２）歳入・歳出に係る伝票その他の文書の事務処理に当たっては，必要事項の 

記載や押印について遺漏のないよう適正に処理されたい。 

 

（３）各種収入未済額については，市民等の公平・公正な負担の原則に基づき， 

  今後ともその解消に努められたい。未収金の徴収事務に当たっては，対象者

ごとに債権管理簿等を整備し，これに交渉内容等を逐次記録するなど，債権

管理の適正を確保されたい。 

 

（４）各種補助事業においては，補助申請から実績報告に至るまでの提出書類の 

審査等を適切に行うとともに，事業の成果の検収により補助金の公益性及び 

必要性について検証されたい。検証の結果，改善が必要と判断された補助事

業については，補助金等検討委員会の意見も踏まえ，その見直し・充実・整

理統合を検討されたい。 

 

 （５）個人情報を取り扱う所属においては，正職員はもとより非常勤職員等に対

しても，その取扱いについて十分注意されるよう指導を徹底されたい。 

 

（６）金銭，金券等については，耐火金庫，ロッカーなどの施錠ができる場所で

厳重に保管するとともに，必要以外の場合には保管場所の施錠を心掛け，責

任者がその鍵を適正に保管するなど，管理体制の一層の徹底を図られたい。 

 

（７）各所属において保有する公印については，施錠ができる場所で厳重に保管

し，市長印その他の公印を含め，その使用及び公印使用簿への記載について 

は，所管の規則等の規定にのっとり，適正な管理運用を図られたい。 

 

（８）備品台帳については，来年度からこれまでのエクセル管理に代わり，備品 

管理システム（仮称）として運用されることが検討されているところである。 

新たなシステムには，現行の「備品台帳（副本）」のデータに基づく各所属か 

らの報告を集約した「備品台帳（正本）」のデータが反映されることから，引 

き続き，「備品台帳（副本）」に登録漏れ，処理漏れ，記載の誤りなどがないよ 

う適正に管理されるともに，過去に取得した備品の現況についても確認され 

たい。 

 

（９）各所属において作成し，又は取得した文書の保管・保存については，これ 

らの文書が，市情報公開条例における「情報」に該当し得るものであること 
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に留意され，文書取扱規程に基づく適切な処理を心掛けられたい。特に文書 

の保管に当たっては，決裁後の速やかなファイリング処理を心掛け，くれぐ 

れも登録漏れが生じることのないよう十分注意されたい。 

 

（10）公の施設を指定管理者に管理させている場合は，当該施設が基本協定書や 

仕様書等に基づき適正に管理運営されるよう，当該指定管理者を監督された 

い。 

 

（11）業務委託，工事請負等の契約において，特定の１者のみを選定する特命随

意契約による場合には，「災害等の非常事態」などの正当な理由が必要とされ

ることから，正当な理由なく特命随意契約とすることのないよう慎重かつ厳

正に行われたい。 

 

（12）特命随意契約（緊急の場合を除く。）を予定する場合には，契約予定者から

提示される見積価格を他者と比較できないことから，予算要求の段階から，

積算内訳書，契約予定者とのヒアリング，他の自治体における同種契約，社

会通念等により積算根拠の検証に努めるなど，見積価格の妥当性について十

分検証された上で契約手続を進められたい。 

 

（13）業務委託契約（特に担当課契約）においては，仕様書に記載される委託の

内容は，適正な見積額を算定するために必要不可欠な情報であり，完了検査

の際には正確な判定のよりどころとなるものであることから，適正かつ優良

な契約の履行を確保するため，必要な内容を漏れなく網羅した仕様書の作成

を心掛けられたい。 

 

（14）業務委託契約の完了後には，その契約の種類や内容に応じ，業務の履行の

確認に必要な手法を用いることにより厳正公平な検査を心掛けられたい。特

に担当課契約の検査職員は，適正な履行を確認するために必要な作業（現場

確認，報告書類の提出要請等）を行わずに業務完了届の収受のみで完了検査

を済ませてしまうことのないよう十分注意されたい。 

 

（15）業務委託契約書を担当課において独自に作成・使用する場合には，市の契

約規則に定める契約書の記載事項に関する規定などを十分確認の上，遺漏の

ないよう運用されたい。契約事務に係る諸費用を市が負担する条件で契約を

締結する場合で，収入印紙代についても市が負担するときは，収入印紙の貼

付漏れや消印漏れがないよう，適正な処理を心掛けられたい。 

 

 （16）修繕料を執行する場合において，当該修繕に緊急性がなく，複数業者によ 

る対応が可能で，執行額が１０万円以上になる見込みの案件については，工 
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事や委託契約の場合と同様，見積合わせを行うよう心掛けられたい。 

 

（17）職員の長時間労働の是正を図るため，今年度から時間外勤務の上限が原則

月４５時間以内，年３６０時間以内とされたことから，他律的業務（業務量，

業務の実施時期その他の業務の遂行に関する事項を自ら決定することが困難

な業務）の比重が高い部署に属するなどのやむを得ない理由がある場合を除

き，時間外勤務が上限時間を超えることのないよう業務に取り組まれるとと

もに，一部の特定の職員に過度な負担がかからないよう，所属内における業

務の配分には十分配慮され，効率的な業務の遂行を心掛けられたい。 

 

（18）事務決裁において専決により処理する場合には，それぞれの訓令に定める

専決事項に対する専決区分を誤ることのないよう十分注意されたい。また，

代決及び代決後の後閲又は報告事務についても適正に行われたい。 

 

 ３ 意見（各部課別） 

 

（１）総務部 

 

   総務課 

  ・ 公文書書庫移転事業については，書庫の移転先である旧宍塚小学校校舎に

教育相談室も移転されていることから，関係各課との連携を密にし，それぞ

れの施設の財産区分を明確にされるなど，施設の管理に係る事務手続に遺漏

のないよう適切に対応されたい。 

・ 地域防災対策整備事業については，昨年発生した台風による被害及び被害

への対応に関する情報や経験を今後の取組に活用されるとともに，引き続き

防災・減災対策の充実を図られたい。 

・ 地域改善対策住宅新築資金等貸付金の未償還金については，長期にわたり

償還がみられない案件もあることから，引き続きその解消に向け粘り強く交

渉に取り組まれるとともに，対象者の状況把握など適正な債権管理に努めら

れたい。 

・ 財務会計の事務において，二重調定や支払遅延など複数の処理の誤りがみ

られたことから，再発を防止するため課内におけるチェック体制を強化され

たい。 

 

人事課 

  ・ 職員の採用及び配置については，将来の職員構成などを見据えることはも 

とより，各所属における時間外勤務の実態も踏まえ，計画的かつ適正に対応 

されたい。 

・ 各所属における職員の時間外勤務の実施状況について，一部の所属におい
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て職員の過重な業務負担の実態がうかがえたことから，このような所属に対

しては，「時間外勤務の適正化に向けた取組方針」に基づき，当該所属の取組

について支援されたい。 

・ 職員の心身の健康の維持に向け，定期健康診断，メンタルヘルス事業，ス

トレスチェック事業などの取組については，引き続きその充実に努められた

い。 

・ 自治体間の競争の中で本市が生き残るためには，本市の特色を生かした施

策につながる職員の発想力や積極性が不可欠であることから，特にこれから

の時代を担う若手職員の育成においては，このような観点からの職員研修の

実施についても検討されたい。 

・ 財務会計の事務において，契約書中の記載や支出帳票の金額など複数の処

理の誤りがみられたことから，再発を防止するため課内におけるチェック体

制を強化されたい。 

 

管財課 

  ・ 各所属で保管している契約書類（管財課契約分）の一部に公印の押印漏れ

及び日付漏れが確認されたことから，再発を防止するため課内におけるチェ

ック体制を強化されるなど今後の契約書の作成事務においては慎重を期され，

遺漏のないよう確実に処理されたい。 

・ 公有財産貸付料の収入未済額については，引き続きその解消に努められる

とともに，適正な事務処理を心掛けられたい。 

・ 契約案件のうち特に高額で定例的な委託業務については，各課において常

に業務仕様の見直しなどの改善が図られ，これにより全庁的に歳出削減が期

待できるような指導，助言又は仕組み（例えば，契約業者とのヒアリングや

実施業務のチェックを適宜行うことにより不明な点や問題点を洗い出し，こ

れにより業務仕様を見直すこと，さらにこれらの情報を各課に提供するよう

な水平展開を行うことなど）を検討されたい。 

 

課税課 

・ 今年度，受給者総人数３人以上の事業者に対する特別徴収義務者（事業所）

の指定が完全実施となったことから，特別徴収未実施の事業所に対しては，

速やかな実施に向けた働きかけを行われるとともに，特別徴収税額の納期の

特例制度についても，より一層の周知を図られたい。 

・ 職員の時間外勤務の実施状況から，特定の業務に従事する一部の職員の過

重な業務負担の実態がうかがえたことから，「時間外勤務の適正化に向けた取

組方針」に基づき，効率的な業務の遂行，所属職員の業務配分の見直し，所属

内の協力体制の構築などにより，引き続き事態の改善に取り組まれたい。 

・ 特に高額で定例的な特命随意契約の委託料や特定団体への負担金について

は，費用対効果を検証されるとともに，歳出削減に向けた取組や工夫につい
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ても検討されたい。 

・ 土浦市たばこ販売組合補助金については，補助金等検討委員会からの提言

を踏まえ，当該補助金の目的，意義，効果等を十分検討され，その結果に基づ

き適正に対応されたい。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 

 

納税課 

・ 対象期間（１１月末現在）における収入率（収納率）は，前年同時期に比

べ，市税で１．７ポイントの上昇，国民健康保険税で０．５ポイントの上昇，

介護保険料で１．５ポイントの上昇，後期高齢者医療保険料で０．２ポイン

トの低下となっている。前年同時期に比べ，休日や夜間の納税相談件数や差

押件数が伸びており，滞納整理に積極的に取り組まれている状況が確認され

た。今後も納税者等に対し口座振替やコンビニ納付を案内するなど，引き続

き自主納税等の推進に向けた取組を行うとともに，必要に応じ滞納処分を行

うなど，収入率（収納率）の向上に向けた施策の実施に努められたい。 

・ 市税等コールセンター業務委託においては，契約業者の職員が業務を履行

する上で多くの納税者の個人情報に接することになることから，当該情報が

漏洩することのないようその管理については徹底されたい。 

・ 貸与品台帳への記載については，不備がないよう適正に整備されたい。 

 

（２）都市産業部 

 

   商工観光課 

・ わくわく茨城生活実現事業については，全県的な広域事業であることから， 

国，県，関係機関・団体と連携しながら，市への移住及び新規就業を促進させ

ることにより，定住人口の増加と地域経済の活性化に寄与されたい。 

  ・ 中心市街地開業支援事業については，空き店舗の改装費の一部についても 

補助対象とされることになった。引き続き，市民や事業者等の起業機会を創

出することにより，活力にぎわいのあるまちづくりに寄与されたい。 

  ・ 水郷筑波サイクリング環境整備事業については，引き続き関係自治体や関

係各課との連携を図りながら，交流人口の拡大と地域経済の活性化の推進に

寄与されたい。 

・ 第８８回土浦全国花火競技大会開催事業については，前回に続き事故が発 

生してしまったことから，それぞれの事故原因についての検証結果を踏まえ， 

今後の開催に向けて実行委員会，市，参加業者等の関係者が一丸となって事 

故の再発防止に取り組まれるなど，安全確保のための対策を徹底されたい。 

  ・ 特に高額で定例的な特命随意契約の委託料や特定団体への負担金について

は，費用対効果を検証されるとともに，歳出削減に向けた取組や工夫につい

ても検討されたい。 

・ 土浦市商業近代化事業補助金の未返還金については，引き続き今後の対応
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策について検討を進められたい。 

・ 市は土浦都市開発株式会社の筆頭株主であり，その所管課として，同社の

事業活動が出資目的にかなっているか，財務状況が適正であるか，他の株主

の状況はどのようになっているかなどについて注視する責任があることから，

法令で認められている正当な株主の権利について正確に認識されるとともに，

必要に応じこれを行使されたい。 

 ・ 補助事業に係る事務の遂行に当たっては，各団体等の実施する活動内容の

審査において，補助金の使途の適正や補助額の妥当性などについて十分確認

することはもとより，補助目的の達成状況についても検証されたい。 

 

勤労青少年ホーム 

・ 中小企業に働く青少年の利用者数の増加に向けて，魅力のある講座の開講

やＰＲを心掛けられたい。 

・ 施設が老朽化していることから，利用者が安心・安全な施設として利用で

きるよう適切な維持管理に努められたい。 

・ 今後の施設の在り方については，条例で定める設置目的，施設の利用状況，

施設の維持管理の状況などを踏まえ検討されたい。 

 

農林水産課 

・ 土浦ブランドアッププロジェクト推進事業については，現在土浦ブランド

に認定されている３２品目のうち，第１期認定品について認定期間の更新時

期を迎えるところであることから，これまでの取組による事業効果（農林水

産業の活性化や地域経済の好循環がもたらされているかなど）について検証

されたい。 

・ 一般地帯土地改良事業については，木田余地区の農道整備並びに常名地区

及び西真鍋地区のかんがい排水事業が実施されているところである。引き続

き営農効率を高める取組により農業経営の安定に寄与されたい。 

・ 花き優良種苗導入資金の貸付については，今年度申請実績がなく，その見

込みも低いことから，今後の制度や事務の在り方について検討されたい。 

・ 宍塚大池の違法建築物に係る訴訟費用及び建物収去費用並びに水路使用料

の収入未済額については，その解消に向けた請求手続及び適切な債権管理を

継続されたい。 

 

都市計画課 

  ・ 協働のまちづくりファンド事業については，基金のうち民間都市開発推進

機構拠出金分の活用について，当該機構とのより効果的な方策の協議が進め

られているほか，事業者に対するファンドの利用の働きかけを行っているこ

とが確認された。引き続き市民に対する事業の周知に努められるとともに，

事業の展開に効果的な方策の検討を継続されたい。 
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・ 亀城モール整備事業については，亀城モール整備工事（Ⅰ期）の完了を受

け，Ⅱ期工事の実施に向け引き続き粘り強く用地交渉に当たられるなど，計

画的に整備を進められたい。 

・ まちなか定住促進事業については，中心市街地における活力とにぎわいの

あるまちづくりに寄与することを目的とするものであるが，今年度はまちな

か住宅転用補助が追加された一方で，賃貸住宅家賃補助及び住宅購入補助に

係る補助要件が変更されたことから，定住促進による事業効果の分析を継続

され，その有効性について引き続き検証されたい。 

・ 土浦港周辺広域交流拠点民間事業者誘導事業については，事業者へのヒア

リングを終え，公募に向けた準備を進めているところである。市有地の有効

活用について民間活力を導入して観光拠点を整備することにより，中心市街

地の活性化及びにぎわいの創出を目的とする新規事業であることから，今後

も計画的に進められたい。 

 

建築指導課 

  ・ 公用車の車検の際に資金前渡された重量税相当額について，当該費用が不

要であることが判明したにもかかわらず，速やかな精算処理がなされずに長

期間課内の金庫に保管されていたことが確認されたほか，財務会計の事務に

おいて，契約書の一部に記載漏れや支出帳票の日付の誤りなど複数の処理の

誤りがみられたことから，金銭や契約書の取扱いについては今後十分注意さ

れるとともに，再発を防止するため課内におけるチェック体制を強化された

い。 

  ・ 公印使用簿に記載された押印数と実際の押印数との違いや，公印使用簿へ

の記載漏れなどの事務処理の誤りがみられたことから，今後は公印使用簿へ

の適正な記載を徹底されたい。 

 

（３）建設部 

 

道路課 

・ 道路新設改良事業，橋梁耐震対策事業／橋梁長寿命化修繕事業については，

今後も計画的に整備を進められたい。 

・ 道路占用許可事務に係る専決について，起案書における専決権者が土浦市

事務決裁規程で定める専決権者と合致していないことから，当該事務の内容

を精査され，整合性がとれるよう運用を見直し，又は規程を改正されたい。 

・ 道路の一般補修工事については，予定価格が１３０万円以下の随意契約と

して複数業者による見積合わせを経て契約しているケースが多いが，緊急性

が求められるなどの特段の支障がない場合であって，複数の工事案件をまと

めて発注することが可能なときは，入札方式の採用を心掛けられたい。 
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   住宅営繕課 

  ・ 市営住宅については，老朽化している住宅もあることから，今後も入居者

が安心・安全な住居として生活できるよう適切な維持管理に努められたい。 

・ 住宅使用料，駐車場使用料及び敷地貸付料の収入未済額については，引き

続き粘り強くその解消に努められたい。 

・ 委託料及び修繕料の契約において，一括発注が可能ではないかと思われる 

   案件が一部みられたことから，同種で同時期に実施する案件が複数生じてい 

る場合は，緊急性が求められるなどの特段の支障がない限り一括発注を心掛

けられたい。 

 

下水道課 

  ・ 公共下水道雨水排水路整備事業，公共下水道（汚水）整備事業，都市下水路

整備事業／小規模排水路整備事業については，今後も計画的に整備を進めら

れたい。 

・ 下水道使用料及び下水道受益者負担金並びに農業集落排水事業受益者分担

金及び農業集落排水施設使用料の収入未済額については，引き続きその解消

に努められるとともに，適正な事務処理を心掛けられたい。 

・ 来年度の下水道事業の地方公営企業法へのスムーズな適用移行に向け，今

後必要となる諸々の準備手続については，遺漏のないよう万全を期されたい。 

・ 貸与品台帳への記載については，不備がないよう適正に整備されたい。 

・ 委託料及び工事請負費の契約の起案書において，決裁日の記入漏れや決裁

日が鉛筆で記載されているものが散見された。文書の作成においては適正な

処理を心掛けられたい。 

 

公園街路課 

・ 常名虫掛線街路事業，神立停車場線街路事業，田村沖宿線延伸道路整備事

業，荒川沖木田余線（Ⅰ期）整備事業については，今後も計画的に整備を進め

られたい。 

・ 都市公園使用許可事務に係る専決について，起案書における専決権者が土

浦市事務決裁規程で定める専決権者と合致していないことから，当該事務の

内容を精査され，整合性がとれるよう運用を見直し，又は規程を改正された

い。 

 

水道課 

・ 排水管施設整備事業／老朽管更新事業については，順調に発注がなされ，

ほぼ計画どおり進捗しているところであるが，耐用年数を経過した配水管（総

延長）については今後も増加することが見込まれていることから，利用者に

安心・安全な水道水を安定的に供給するため，引き続き計画的に更新工事を

進められたい。 
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  ・ 水道料金の収入未済額については，引き続きその解消に努められたい。 

  ・ 委託料及び工事請負費の契約締結伺及び入札調書において，決裁日の記入 

漏れが散見された。文書の作成においては適正な処理を心掛けられたい。 

・ 量水器交換業務については，業者に依頼している事務の内容に沿った予算 

 科目の見直しや業務仕様書の作成を検討されるとともに，当該業務で使用す 

る切手については精算処理を確実に行われたい。 

 

（４）消防本部 

  

  ・ 消防団車庫整備事業については，今年度は第１５分団の既存車庫が解体さ 

れ，新たな車庫が整備されているところである。今後も消防体制の充実・強 

化を図ることにより，安心・安全なまちづくりに寄与されたい。 

  ・ 財務会計の事務において，二重調定や調定漏れなど複数の処理の誤りがみ 

られたことから，再発を防止するため本部内におけるチェック体制を強化さ 

れたい。 

・ 時間外勤務の実績から，各署の職員の一部に業務の負担が集中している状

況が確認されたが，近年災害による対応件数も増加傾向にあることから，今

後の勤務体制等を改善する工夫を検討されるとともに，引き続き職員の健康

管理・体調管理に努められたい。 

 

（５）会計課 

 

特になし 

 

（６）農業委員会事務局 

 

・ 本市の農業の担い手への農地集積率は２３％で，県内の３４％，全国の５

６％に比べて大きく下回っていることから，農地中間管理機構や農林水産課

とも密接な連携を図りながら「担い手への農地利用の集積・集約化」，「遊休

農地の発生防止・解消」及び「新規参入の促進」による農地等の利用の効率化

及び高度化の促進に努められたい。 

 

（７）選挙管理委員会事務局 

 

  ・ １１月の市長選挙における投票率は，前回に比べ８．９３ポイント増加し

３７．３５％となったものの，４月の市議会議員一般選挙における投票率は

４３．４３％（前回比５．００ポイントの減少），７月の参議院議員通常選挙

における投票率は４３．８８％（前回比４．７３ポイントの減少）で，全体的

に選挙の投票率が低迷していることが確認された。引き続き有権者が投票し
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やすい環境づくりや広報活動の充実など，有権者の投票行動や意識の向上に

結びつく方策について研究・検討を進められたい。 

 

（８）議会事務局 

 

特になし 

 

（９）監査事務局 

 

    特になし 


